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赤磐市災害廃棄物処理計画【概要版】 

１．計画の背景及び目的 

近年頻発している災害においては、平時の数年から数十年分に相当する大量の災害廃棄物等が一

時に発生し、その処理が自治体の大きな課題となっている。 

環境省が示した「災害廃棄物対策指針」(平成 26年 3月)（以下「指針」という。）では、災害廃

棄物対策を「災害予防」「災害応急対応」「災害復旧・復興」の 3つのステージに分け、それぞれの

場面で取り組むべき事項について整理し、これに基づいた災害廃棄物処理計画の策定を各自治体に

求めている。なお、指針は平成 30 年 3 月に、①近年の法改正を受けた計画や指針の位置づけの変

化等への対応、②近年発生した災害時の対応を受けた実践的な対応につながる事項の充実、③前記

②を受けた平時の備えの充実をポイントに改定された。 

岡山県においては、災害により生じる廃棄物について、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を

防止しつつ、円滑かつ迅速な処理を確保するとともに、分別、再生利用等によりその減量を図るこ

とを目的とし、平成 28年 3月に「岡山県災害廃棄物処理計画」を策定しているが、平成 30年 7月

豪雨の状況を受けて令和元年度計画の見直しを実施している。 

本計画は、岡山県の計画を踏まえつつ赤磐市（以下「本市」という。）で今後発生が予測される大

規模地震や水害、その他の自然災害に備え、災害により発生した廃棄物を迅速かつ円滑に処理し、

市民の生活環境の保全と速やかな復旧・復興を進めるための対応及び手順等の必要事項や発災後に

作成する実行計画の考え方をあらかじめ整理することを目的として策定する。 

 

２．計画の位置づけ 

計画は、指針に基づき、岡山県が策定する災害廃棄物処理計画との整合を図り、災害廃棄物処理

に関する本市の基本的な考え方と具体的な対応方策を示すものであり、災害廃棄物処理に係る基本

的な計画として位置付ける。また、本市の災害対策全般にわたる基本的な計画である「赤磐市地域

防災計画」及び本市の一般廃棄物処理に係る基本的な計画である「赤磐市一般廃棄物処理基本計画」

を災害廃棄物処理という側面から補完する役割を果たすものである。  

災害発生時には、被害状況等の情報収集を行ったうえで、本計画に基づき災害廃棄物等の発生量

の推計、処理期間等の方針及び具体的な処理体制等について検討を行い、本計画を基に災害廃棄物

処理実行計画をとりまとめる。 

 

３．対象とする災害 

本計画で対象とする災害は、地震災害及び台風、

豪雨等による風水害、その他自然災害とする。ま

た、本計画では、赤磐市地域防災計画（震災対策

編）において本市で最大の被害が発生すると予測

される南海トラフの巨大地震による被害を想定

し、地震発生に伴い生じる災害廃棄物について検

討を行うものとする。 

図 1 に南海トラフ巨大地震による震度分布図を

示す。 

 

 

 

 
 

出典：岡山県ホームページ 南海トラフ巨大地震による震度分布図・液状化危険度分布図について 

（岡山県危機管理課、平成 25年 2月）  
図 1 南海トラフ巨大地震による震度分布図【岡山県想定】赤磐市 
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４．対象とする災害廃棄物 

本計画において対象とする災害廃棄物は、災害によって発生する廃棄物及び被災者や避難者の生

活に伴って発生する廃棄物とする。（本編表 1-8及び表 1-9参照）。なお、放射性物質及びこれによ

って汚染された廃棄物は本計画の対象としない。また、道路や鉄道等の公共施設等からの廃棄物の

処理については、管理者が行うことを基本とする。 

なお、災害廃棄物に関する業務は、平時から実施している一般廃棄物の収集・運搬、中間処理、

最終処分、再資源化だけでなく、「災害廃棄物の仮置場の管理」から「災害廃棄物の処理」や「災害

廃棄物による二次災害の防止」等も含む。 

 

５．災害廃棄物発生量 

本市の想定災害である南海トラフ巨大地震により発生する災害廃棄物発生量、避難所で発生する

ごみの量及び市内で必要なし尿収集量及び仮設トイレ必要基数は表 1の様に推計される。 

表 1 南海トラフ巨大地震による災害廃棄物発生量 

可燃物 不燃物 ｺﾝｸﾘｰﾄがら 金属 柱角材 合計 

3,492 t 3,542 t  10,111 t  1,283 t 1,047 t 19,475 t 

避難所ごみ（最大時） し尿収集必要量及び仮設トイレ必要基数（最大時） 

0.10ｔ/日（１日後） し尿収集必要量 17kl/日、65 基（発災直後） 

 

６．組織体制と役割分担 

被災時における内部組織体制として、本市の地域防災計画に基づき、「災害対策本部」を設置す

る。災害廃棄物対策における内部組織体制は、図 2を基本とする。発災後すぐに対応が必要となる

業務概要を表 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：災害廃棄物分別・処理実務マニュアル（一般社団法人廃棄物資源循環学会、平成 24年 5月）を参考に作成 

図 2 災害廃棄物対策における内部組織体制の例  

岡山県災害廃棄物担当（循環型社会推進課） 

環
境
セ
ン
タ
ー
等
部
署 

建
設
事
業
部
署 

総括責任者 

赤磐市災害廃棄物特別担当 

 

処理計画担当 

市民窓口担当 

総務担当 

解体撤去担当 

総務・保健福祉・産業振興等部署 

国（環境省） 

一
部
事
務
組
合 

近
隣
市
町
村 

仮置場担当 

赤磐市災害対策本部 

（
市
民
生
活
部
環
境
課
等
） 



3 

 

表 2 発災後の初動期における業務概要 

担 当 業 務 内 容 

統括責任者 災害廃棄物等対策の総括、運営、進行管理（防災部署との連携も含む） 

職員参集状況の確認と人員配置 

廃棄物対策関連情報の集約 

災害対策本部との連絡 

事業者への指導（産業廃棄物管理） 

県及び他市町村等との連絡、応援の要請（広域処理関係） 

総務担当 一般廃棄物処理施設の把握 

廃棄物対策関連情報の収集 

各種業務委託契約の締結 

災害等廃棄物処理事業費補助金の申請を視野に入れた記録の整理 

処理計画担当 災害廃棄物処理実行計画策定（処理方針）の検討 

災害廃棄物発生量の推計 

仮置場必要面積の推計 

解体撤去担当 避難所及び一般家庭から排出されるごみの収集・処理、し尿の収集・処理 

がれき等の撤去（道路啓開、損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）） 

仮置場担当 仮置場の開設と管理、指導 

市民窓口担当 問合せ窓口の設置 

被災者に対する災害廃棄物に係る啓発・広報 

市民からの相談・苦情の受付 

 

７．公的機関相互の連携協力体制の確立 

大量の災害廃棄物が発生する大規模災害時には、被災地域のみで円滑かつ迅速に処理を行うこと

は極めて困難であり、行政区界を越えた広域的な協力・連携の下での処理が必須となる。したがっ

て、市町村、都道府県、民間事業者（廃棄物関係団体等）、国（環境省）がそれぞれの役割分担をも

とに、広域的な相互協力体制を整備することが必要となる。 

なお、国からは災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）による現地支援や、中国四国ブ

ロック協議会を通した広域的な協力体制の構築や、災害廃棄物処理への財政支援を受ける。 

 

 

 

 

 

 

８．災害廃棄物処理 

（１）処理戦略 

早期に復旧・復興を果たすため、災害廃棄物等の処理については、指針に則り 3年程度で終える

ことが目標とされている。 

災害発生後、全般的な被害状況を的確に把握するとともに、災害廃棄物等の発生量、処理施設の

被害状況等を考慮した処理可能量などを踏まえ、処理スケジュールの見直しを行い、再構築する。 

 

（２）収集運搬 

災害時において優先的に収集する災害廃棄物の種類、必要な機材、収集運搬方法・ルートについ

て、平時に想定しておく。収集運搬ルートは、県地域防災計画に示されている緊急輸送道路区間を

基準に選定する。 

●D.Waste-Netとは 

 災害廃棄物のエキスパートとして有識者や技術者、業界団体等を環境大臣が任命するもの。国の

リーダーシップの強化を図るとともに、環境省がとりまとめる最新の科学的・技術的知見等を活用

して、自治体等の災害廃棄物対策を支援することを目的としている。 
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（３）基本的な処理フロー 

本市の災害廃棄物の基本的な処理フローは、図 3のとおり。 

 

図 3 赤磐市における基本的な処理フロー 

 

９．仮置場の設置、運営 

（１）仮置場の設置 

平時から所有者、関係法令その他留意事項について検討し、仮置場候補地を選定しておく。な

お、本計画における仮置場の必要面積は 0.5～1.0haと推計される。 

発災後は以下の事項を踏まえ、関係課と協議の上、速やかに仮置場開設場所を決定する。 

①被災状況（災害の規模・種類、被災場所、災害廃棄物発生量等） 

②優先すべき事項（人命救助、自衛隊の野営所、避難所、応急仮設住宅等）の利用見込 

 

（２）仮置場の運営管理 

仮置場開設後は以下の事項に留意し、仮置場を管理運営する。 

①入場者管理（不法投棄、便乗ゴミの防止） 

②災害廃棄物の分別・搬出管理 

③仮置場及び災害廃棄物による環境影響対策 

 

（３）排出ルールと市民広報 

仮置場を開設する際には、防災行政無線、広報車、市ホームページ等により市民やボランティ

アに対し、以下のような点をしっかりと伝えることが重要となる。また、便乗ごみや不法投棄等

を防ぐため、不法投棄等の状況を踏まえたパトロールを実施し、広報を強化する。 

・仮置場の場所、搬入時間、曜日等 ・誘導路（場外、場内）、案内図、配置図 

・分別方法            ・仮置場に持ち込んではいけないもの 

・災害廃棄物であることの証明方法 

被
　
　
災
　
　
現
　
　
場

処理余力 2,187 ｔ/3年 焼却量 1,305 ｔ/3年

3,492 ｔ 焼却量 2,187 ｔ/3年 6.7 ％

17.9 ％ 11.2 ％ 資源化量 ｔ/3年

資源化量 ｔ 0.0 ％

0.0 ％

処分余力 0 ｔ/3年 埋立処分量 3,542 ｔ/3年

3,542 ｔ 埋立処分量 0 ｔ/3年 18.2 ％

18.2 ％ 0.0 ％ 資源化量 ｔ/3年

資源化量 ｔ/3年 0.0 ％

0.0 ％

10,111 ｔ 資源化量 10,111 ｔ/3年

51.9 ％ 51.9 ％

1,283 ｔ 資源化量 1,283 ｔ/3年

6.6 ％ 6.6 ％

1,047 ｔ 資源化量 1,047 ｔ/3年

5.4 ％ 5.4 ％

　・民間事業者（産廃処理業者等）

19,475 ｔ 　・広域連携による処理 ｔ
100.0 ％ 　・仮設処理施設による処理 ％63.9

金属くず 再生利用事業者

※特別処理
発生量 リサイクル量

12,441

自区内処理（焼却施設） ※特別処理（焼却施設））

被
　
　
災
　
　
現
　
　
場

仮
　
　
置
　
　
場

可燃物

自区内処分（最終処分場） ※特別処理（最終処分場）

不燃物

コンクリートがら 破砕施設（がれき）

柱角材 破砕施設等（木くず）

破砕選別後の組成


